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Ⅰ　問 題 意 識

　本稿の目的は，パート，アルバイト，契約，臨
時，嘱託といった企業と直接雇用関係のある非正
社員を取り上げて，企業内訓練の受講機会の規定
要因と訓練受講の効果を推計することである。以
下では，上記を非正社員と呼び，企業と直接雇用
関係のない派遣労働者も含む場合は非正規労働者
と呼ぶ。
　90 年代以降，日本の労働市場では，非正社員
や派遣社員から成る非正規労働者が急速に増大し
た。総務省『労働力調査』によると，1984 年の
役員を除く雇用者に占める非正規労働者の割合は
15.3 ％ で あ っ た が，2003 年 に は 30 ％ を 超 え，
2008 年は 34.1％とこれまでで最も高い比率を記
録した。
　また，キャリアパターンでみても，バブル崩壊
後の 1993 年以降，職業生活の初期つまり学卒後
の 5 年間であってもずっと正社員であり続ける人
の割合が大幅に減り，非正規労働者という働き方
を経験する人の割合が増えていることも明らかに
されている（香川 2010）。
　これまで，従業員に対する積極的な企業内訓練

の実施が，日本企業の特徴といわれてきた。日本
の民間企業の職業能力開発の制度や実施状況，お
よびその数量的増減を把握するために長年にわ
たって実施されてきた国の統計に，厚生労働省

『能力開発基本調査』がある。この調査では，正
社員の Off-JT 受講の有無については 1992 年から
調査をしており1），90 年代は 50～60％の受講割合
であった。そして，2000 年代前半は 30％前後ま
で落ち込んだものの，2004 年から持ち直しの傾
向がみられ，2005～2007 年には 90 年代と同じレ
ベルに戻ったが，リーマン・ショックが起こった
2008 年には 40％にまで下落している（図 1）。ま
た，2005 年から調査されるようになった非正社
員の受講割合をみると，もっとも受講割合が高
かった 2005 年でさえ 31％と正社員の半分程度に
とどまる。
　このような企業内訓練の受講機会が少ない労働
者つまり非正社員が増えていることには，2 つの
懸念がある。第 1 に，社会全体での人的資本蓄積
が低下してしまうことである2）。第 2 に，将来的
に賃金格差がさらに拡大する可能性があることで
ある。現在でも正社員とくらべて非正社員の賃金
は低い水準であるが，職業スキルが獲得されない
ことによって，現在の賃金格差以上に，将来，正
社員とくらべて賃金が低くなることが懸念され
る。
　非正社員の企業内訓練の受講機会が少ないこと
には行政の関心も強く，非正社員の企業内訓練受
講機会を拡大するために，近年多くの施策が導入
されている。2008 年 4 月のパートタイム労働法
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の改正やジョブ・カード制度の導入はその代表的
な施策である。このように非正社員の企業内訓練
については社会的関心が高く，すでに施策の導入
も始まっているにもかかわらず，その実態は明ら
かにされていない。そこで，本稿では，非正社員
の企業内訓練の受講規定要因と訓練効果について
分析し，今後の方向性の検討材料とする。
　分析に入る前に，先行研究との関係から，本稿
の研究目的についてもう少し詳しく説明しよう。
まず，企業内訓練の受講規定要因については，非
正社員を直接的に分析した研究の数は少なく，今
後の研究の発展が期待される分野である。そのな
かで，黒澤・原（2008，2009a，2009b）の『能力
開発基本調査』の特別集計から，非正社員のうち
女性，若年者，専修・短大・高専卒者，役職のな
い人，専門・技術・管理，販売・サービス職の人
が訓練の受講機会が多いことが示されている。そ
れに加えて，正社員と非正社員の訓練受講機会の
格差も明らかにしているが，非正社員の働き方を
特徴的に記述するパートタイム雇用や有期契約雇
用であることの影響については，データの制約か
ら分析されていない3）。他方で，ヨーロッパにつ
いては関連する分析結果が報告されており，雇用
期間が短いせいで訓練投資の回収に対する不確実
性が高い有期労働者や，労働時間が短いことから
投資回収に要する期間が長くなるパートタイム労

働者は，無期雇用の労働者やフルタイム労働者よ
りも職業訓練を受ける機会が少ないことが明らか
にされている（スペイン：Albert et al.（2004），ド
イツ：Sauermann（2006），イギリス：Arulampalam 
and Booth（1998），Booth et al.（2002））。
　日本の非正社員は，有期契約である場合が多い
が，無期契約の人もいる。またパートタイムで
あったりフルタイムで働いていたりと，その働き
方は多様である。このような働き方の違いによる
訓練受講機会の違いを検証することは，処遇の均
衡などの非正社員の雇用管理制度を検討する際に
重要な情報となるだろう。そこで，同じ非正社員
であっても，働き方の違いによって，企業内訓練
の受講機会に違いがあるのかを検証し，受講機会
の拡大につながる要因を探ることを本稿の第 1 の
目的とする。
　次に，訓練効果の分析について説明しよう。人
的資本理論に基づくと，人的投資である職業訓練
を受けると，個人の職業能力が向上し，生産性が
高まる4）。一般的な労働経済学の教科書でも説明
されているように，訓練受講中は訓練コストをト
レイニーも負担するため，労働者には実際の生産
性よりも低い賃金しか支払われず，訓練終了後は
訓練によって向上した生産性に見合った賃金が労
働者に支払われる。そのため，訓練の受講によっ
て，労働者の賃金が上昇する5）。実証的にも企業

図1 雇用形態別，企業内訓練の受講確率の変化 

データ出所：労働省『民間教育訓練実態調査』，厚生労働省『能力開発基本調査』 
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内訓練の賃金効果を計測する試みは数多くなされ
ており，観察できない個人の能力も考慮した上で
訓練には賃金引き上げ効果があることを示す論文
が発表されている（Parent 1999；Bartel 1995；Booth 
1993 など）。この理論仮説は，日本に関しても正
社員や女性労働者については実証的に支持されて
いる（Kurosawa 2001；Kawaguchi 2006；戸田・樋
口 2008）。しかし，非正社員についての検証は十
分にはなされていない。
　そこで，計量分析を用いて訓練効果を検証する
ことを本稿の第 2 の目的とする。ただし，非正社
員の分析結果を解釈する際の比較とするために，
正社員についても同様の分析を行い，必要に応じ
て正社員の結果も報告する。
　本稿の構成は以下のとおりである。Ⅱで本稿の
分析のフレームワークを説明し，Ⅲで企業内訓練
の受講規定要因と訓練効果の推計結果を報告す
る。Ⅳで分析の結果について議論する。最後に，
Ⅴで本稿の分析結果にもとづいて政策的インプリ
ケーションの検討を行う。

Ⅱ　分析のフレームワーク

1　データ

　本稿では，2008 年 10～12 月に実施された『働
くことと学ぶことについての調査』を分析に用い
る6）。本調査は，日本の就業者の働き方と能力開
発の取り組みの実態を把握するために，全国の市
区町村に居住する満 25 歳以上 45 歳未満の男女・
就業者（専業主婦，学生を除く）を対象に実施さ
れた調査で，有効回収数は 4024 であった7）。
　本調査は留置票と面接票を組み合わせた調査
で，留置票では調査時点（2008 年現在）の勤務先
の属性や，雇用形態や OJT と Off-JT の受講など
の現在の働き方についての情報と，性別，最終学
歴といった基本的な個人属性について尋ねてい
る。一方，面接票では中学卒業後から調査時点

（以下，現在）までの職業履歴とライフイベントを
間断なく答える形式となっている。具体的には，
勤務先の変化（企業間移動）を 3 カ月以上勤務し
た場合に四半期単位ですべて回答してもらい，そ

の勤務先での雇用形態や職種の変化にも答えても
らい，学校卒業以降の各年度の教育訓練（Off-JT）
の受講も答えてもらっている。ただし，教育訓練
については年度単位での回答となっているため，
勤務先・働き方・職種など四半期単位の回答項目
については，年度末で情報をその年度の情報と
し，年度単位で分析を行う。
　本稿では，民間企業に勤めていて，かつ企業に
直接雇用されている非正社員を分析対象とする。
つまり，本稿の分析対象である非正社員とは，
パート，アルバイト，契約社員，嘱託の人たち
で，派遣社員は含まれない。また，本稿では，調
査時点で勤めていた企業（以下，現勤務先）での
2007 年 4 月 ～2008 年 3 月 の 間 の（2007 年 度 の ）
企業内訓練の受講について分析することとし，
2007 年度には現勤務先ですでに働いていた人を
分析対象としている。この条件を満たし，欠損値
のあるサンプルを除外すると，本稿の分析対象は
738 である8）。

2　企業内訓練に関する変数

　本稿では，企業内訓練の変数として，職場で仕
事をしながら行う能力開発（以下，OJT）と，普
段の仕事を離れて行う企業内訓練（以下，Off-JT）
をそれぞれ取り上げる。
　まず，OJT に関する変数を定義しよう。本調
査 の 留 置 票 で は，OJT と し て，2007 年 4 月 ～
2008 年 3 月に「上司や同僚から，仕事上の指導
やアドバイスを受けること（以下，アドバイスを
受ける）」「部下や同僚に，仕事上の指導やアドバ
イスをすること（以下，アドバイスをする）」「上司
や同僚の仕事のやり方を見て学ぶこと（以下，見
て学ぶ）」「今の仕事に役立つ担当外の仕事を経験
すること（以下，担当外の仕事を経験）」「ミーティ
ング等を通じて，仕事に役立つ情報を共有するこ
と（以下，仕事に役立つ情報を共有）」の 5 つのこ
とをそれぞれ行ったかどうかを尋ねていて，「よ
くあった」「ときどきあった」を 1，そうでない
場合を 0 とする変数を作成する。そのうえで，
OJT を数多く受けることの影響をみるために，5
つすべてを足し合わせた変数を作成し（以下，
OJT 数），分析に用いることとする。
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　さらに，OJT の内容ごとの受講規定要因を探
るために，これら 5 つの OJT 項目をグループ化
するために主成分分析を行い，回答傾向をまとめ
る形で OJT の特徴を抽出した結果が表 1 である。
この結果から，第 1 主成分をよく説明する項目

（「アドバイスを受ける」と「見て学ぶ」）と第 2 主
成分をよく説明する項目（「アドバイスをする」と

「担当外の仕事を経験」），そしていずれにも当ては
まらない項目（仕事に役立つ情報を共有）にグルー
プ化することが妥当と考えられる。そこで，本稿
では，第 1 主成分をよく説明する項目のいずれか
を受けた場合を 1，いずれも受けなかった場合を
0 とする「人から学ぶ」変数，第 2 主成分をよく
説明する項目についても同様にして「参加して学
ぶ」変数を，「仕事に役立つ情報を共有」につい
ても参加の有無で同様に 0 と 1 をとるダミー変数
を作成する。
　次に，Off-JT 受講に関する変数を定義しよう。
本調査では，2007 年 4 月～2008 年 3 月に，勤務
先の指示で，ふだんの仕事から離れて参加する教
育訓練を受けたかを問う設問が用意されている9）。
これへの回答で受けたとする人を 1，受けなかっ
た人を 0 とするダミー変数を作成し，これを Off-
JT 受講に関する変数とする。また，Off-JT 受講
密度をみるために Off-JT 受講日数を取り上げ
る10）。
　以上 4 つの OJT に関する変数と Off-JT 受講確
率と受講日数の記述統計量をまとめたのが，表 2

である。どの企業内訓練も正社員のほうが非正社
員よりも受けた人の割合が高く，非正社員のなか
では人から学ぶことを経験した人の割合が 8 割弱
ととても高い。Off-JT の受講確率は 21％と正社
員の半分以下である。また，雇用形態別の平均受
講日数をみると，正社員と非正社員では 3 倍以上
の差がある。しかし，受講した人に限ってみる
と，正社員と非正社員の間の差は縮まる。
　ここで，データの代表性を確認しておこう。総
務省『平成 19 年度就業構造基本調査』によると，
25～44 歳・就業者の Off-JT 受講割合は 33.67％で
あった。本調査も就業者に対象を広げて集計し直
すと Off-JT 受講割合は 36.25％であり，両者の間
に大きな違いはみられない。よって，本調査の代
表性は低くないと考えられる。

Ⅲ　推計結果11）

1　企業内訓練受講の規定要因

　企業内訓練は人的投資であるから，企業が従業
員に訓練を受けさせるのは，期待収益が高い場合
に限られる。それには，投資収益を十分に回収で
きるだけ期待勤続期間が長いこと，労働時間が十
分に長いことといった要因が考えられる。ここで
は，OJT と Off-JT 両方の受講についてこの仮説
が成り立つかを検証する。
　まず期待勤続期間の変数を定義しよう。本調査
では，非正社員に対しては雇用契約期間の有無と
雇用契約更新の可能性を尋ねているので，これら
の設問への回答を組み合わせて，期待勤続期間に
ついての変数を作成する。雇用契約期間の定めが
ないまたはわからない，または雇用契約期間に定
めがあっても雇用契約がほぼ間違いなく更新され
る人を期待勤続期間が長い人，それ以外の人を期
待勤続期間が短い人と定義し12），前者を 1，後者
を 0 とするダミー変数を作成し，期待勤続期間と
呼ぶこととする。
　次に，労働時間の長さについての変数を定義す
る。2007 年 3 月最終週の 1 週間の所定労働時間
を尋ねる設問から，35 時間以上を 1，35 時間未
満を 0 とする労働時間 35 時間以上ダミー変数を

表 1　OJT 項目についての主成分分析の結果

第 1 主成分 第 2 主成分
アドバイスを受ける 0.7163 －0.2262
見て学ぶ 0.7223 －0.2133
仕事に役立つ情報を共有 0.6156 　0.1799
担当外の仕事を経験 0.4356 　0.2278
アドバイスをする 0.4199 　0.2525

固有値 1.7799 　0.2447
寄与率 1.1339 　0.1559
累積寄与率 1.1339 　1.2897

データ出所：『働くことと学ぶことについての調査』。以下の表も同じ。
注： “アドバイスを受ける”は「上司や同僚から，仕事上の指導やアド

バイスを受けること」，“アドバイスをする”は「部下や同僚に，
仕事上の指導やアドバイスをすること」，“見て学ぶ”は「上司や
同僚の仕事のやり方を見て学ぶこと」，“担当外の仕事を経験”は

「今の仕事に役立つ担当外の仕事を経験すること」，“仕事に役立つ
情報を共有”は「ミーティング等を通じて，仕事に役立つ情報を
共有すること」である。
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用意し，これをフルタイムダミーと呼ぶこととす
る。
　前掲の表 2 から，フルタイム勤務と期待勤続期
間の別に企業内訓練の受講割合をみると，所定労
働時間が長い人ほど OJT，Off-JT ともに受講割
合が高い。しかし，期待勤続期間については長く
なると「人から学ぶ」「参加して学ぶ」経験をす
る人の割合が高くなるが，それ以外については仮
説通りの傾向は必ずしも観察されない。
　そして，プロビット分析の限界効果の結果を報
告したのが，表 3 である。企業内訓練の受講に対
して影響を与えると考えられる要因として，性
別，年齢，勤続年数，新入社員であるかをみるた
めの勤続年数 1 年以下ダミー，学歴，婚姻，業
種，企業規模，職種，組合加入の有無といった個
人属性や勤務先属性と，経済状況の良し悪しを表
す都道府県別失業率を13）コントロールしたうえ
で14），期待勤続期間とフルタイムダミーの影響を
確認している。
　（1）から，フルタイムで働く非正社員が OJT を
数多く受けていることが分かる。（2）～（4）から個
別の OJT の規定要因をみると，期待勤続期間が
長い人が人から学ぶことを経験する確率が高く，
フルタイムで働く人が仕事に役立つ情報を共有す
る機会に参加する確率が高いことがわかる。
　次に，Off-JT の受講規定要因を（5）でみると，
期待勤続の長さやフルタイム勤務といった要因は
影響を与えていない。しかし，（6）や（7）で，それ

以前の現勤務先で Off-JT の受講の有無や Off-JT
を受講したことのある年数の影響をみると，これ
ら要因が 2007 年度の Off-JT 受講確率を統計的に
有意に高めることがわかり，選別的に訓練がなさ
れている可能性がある。Off-JT 受講日数について
の結果を（8）～（10）から確認すると，フルタイム
勤務の人が受講日数が多いことがわかる。
　以上から，フルタイム勤務の人が OJT，Off-JT
ともに企業内訓練の受講密度が高いことがわか
る。また，期待勤続期間が長い人，つまりこの職
場に今後も長く勤めることが予想される人には，
現場で人から教わるという経験が多くなることも
わかる。さらに，勤務先での過去の訓練受講は，
現在の教育訓練の受講機会を高めることを示して
おり，企業の訓練実施にセレクションが生じてい
ることがうかがえる。

2　企業内訓練受講の効果

　次に，企業内訓練受講の効果をみていく。本稿
では，訓練効果を測定するための変数として，仕
事能力の伸長，生産性の変化，賃金上昇率に関す
る変数の 3 つを用いる。賃金上昇率については，
2008 年 9 月賃金と 2007 年 3 月（2006 年度末賃金）
の対数値の差を用いる。2007 年度（2007 年 4 月～
2008 年 3 月）の訓練受講を説明変数とし，訓練受
講前後の賃金差について推計をすることで内生性
の回避を行っている15）。また，これ以降の分析対
象は，2006 年度にも現勤務先で働いていた人と

表 2　雇用形態別，企業内訓練受講の平均値

非正社員 正社員

N：738 フルタイム 期待勤続期間 N：2028
＝1　　 ＝0　　 長い 　 短い　
N：197 N：399 N：603 N：81

人から学ぶ 0.78 0.76 0.77 0.78 0.77 0.82
参加して学ぶ 0.57 0.63 0.55 0.59 0.54 0.79
仕事に役立つ情報を共有 0.45 0.51 0.43 0.44 0.48 0.65

OJT 数 2.59 2.73 2.48 2.57 2.59 3.17

Off-JT 受講の有無 0.21 0.23 0.18 0.20 0.23 0.45
Off-JT 受講日数
　〈非受講者を含む〉 0.76 1.09 0.42 0.64 0.76 2.50
　〈非受講者を含まない〉 3.66 4.67 2.36 3.24 3.33 5.64

注： “人から学ぶ”は，「アドバイスを受ける」と「見て学ぶ」のいずれか 1 つを受けた場合を 1，そうで
ない場合を 0 とする変数で，“参加して学ぶ”は，「アドバイスをする」と「担当外の仕事を経験」の
いずれか 1 つを行った場合を 1，そうでない場合を 0 とする変数である。
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　　　　　　　　　　表 3　OJT と Off-JT 受講，Off-JT 受講日数の　　　　　　　　　　　　　規定要因についての分析（非正規社員）
　　　　　（1）：OLS 分析，（2）～（7）：プロビット分析（限界効果），　　　　　　　　　　　　　（8）～（10）：トービット分析（限界効果）

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10）

OJT 数 人から
学ぶ

参加して
学ぶ

仕事に
役立つ Off-JT Off-JT

受講日数
フルタイム 0.330* 0.010 0.071 0.135** 0.056 0.057 0.057 0.481** 0.497** 0.497**

［1.956］ ［0.217］ ［1.182］ ［2.260］ ［1.359］ ［1.381］ ［1.376］ ［2.008］ ［2.120］ ［2.065］
期待勤続期間 0.374 0.197** 0.109 0.057 －0.074 －0.058 －0.064 －0.177 －0.106 －0.148

［1.586］ ［2.562］ ［1.293］ ［0.687］ ［－1.397］ ［－1.107］ ［－1.217］ ［－0.606］ ［－0.377］ ［－0.508］
Off-JT 受講（2006 年度以前） 0.389*** 1.522***

［4.665］ ［3.180］
Off-JT 受講年数（2006 年度以前） 0.046*** 0.124

［2.699］ ［1.408］
女性 0.251 0.094 0.046 －0.019 0.035 0.016 0.025 0.276 0.171 0.250

［0.940］ ［1.117］ ［0.487］ ［－0.197］ ［0.532］ ［0.244］ ［0.374］ ［0.752］ ［0.466］ ［0.674］
年齢 －0.002 0.025 0.017 －0.041 －0.009 －0.025 －0.011 －0.056 －0.109 －0.058

［－0.011］ ［0.516］ ［0.277］ ［－0.683］ ［－0.227］ ［－0.626］ ［－0.282］ ［－0.246］ ［－0.489］ ［－0.254］
年齢の 2 乗 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.001

［－0.104］ ［－0.624］ ［－0.443］ ［0.710］ ［0.357］ ［0.724］ ［0.386］ ［0.320］ ［0.540］ ［0.322］
勤続年数 －0.194*** －0.052** －0.025 －0.059** －0.030* －0.031 －0.030* －0.185** －0.160** －0.176**

［－2.697］ ［－2.573］ ［－0.951］ ［－2.205］ ［－1.838］ ［－1.548］ ［－1.697］ ［－2.335］ ［－2.065］ ［－2.208］
勤続年数の 2 乗 0.007 0.002 0.001 0.003 0.002* 0.002 0.002 0.013*** 0.010** 0.012***

［1.458］ ［1.532］ ［0.585］ ［1.477］ ［1.832］ ［1.322］ ［1.530］ ［3.054］ ［2.509］ ［2.727］
勤続年数 1 年以下 －0.060 0.021 0.046 －0.138 －0.027 －0.008 －0.018 －0.206 －0.082 －0.178

［－0.240］ ［0.267］ ［0.506］ ［－1.573］ ［－0.490］ ［－0.142］ ［－0.330］ ［－0.678］ ［－0.267］ ［－0.579］
専門・短大・高専卒 －0.028 －0.010 －0.019 －0.040 －0.012 －0.023 －0.016 －0.162 －0.219 －0.172

［－0.172］ ［－0.218］ ［－0.322］ ［－0.687］ ［－0.308］ ［－0.589］ ［－0.405］ ［－0.720］ ［－0.993］ ［－0.759］
大学・大学院卒 －0.069 －0.019 －0.195** －0.039 －0.022 －0.012 －0.016 －0.133 －0.078 －0.119

（中高卒） ［－0.274］ ［－0.246］ ［－2.158］ ［－0.436］ ［－0.372］ ［－0.211］ ［－0.274］ ［－0.399］ ［－0.236］ ［－0.355］
結婚 －0.055 －0.065 0.069 0.040 0.042 0.039 0.040 0.230 0.194 0.238

［－0.148］ ［－0.653］ ［0.488］ ［0.302］ ［0.521］ ［0.486］ ［0.496］ ［0.500］ ［0.430］ ［0.516］
結婚×女性 －0.102 －0.027 －0.132 0.011 0.028 0.048 0.040 0.019 0.123 0.033

［－0.240］ ［－0.228］ ［－0.845］ ［0.071］ ［0.286］ ［0.508］ ［0.418］ ［0.035］ ［0.231］ ［0.059］
農林漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業 0.355 0.107 －0.352** 0.062 －0.017 －0.077 －0.031 －0.540 －0.824** －0.584

［0.772］ ［1.060］ ［－2.119］ ［0.363］ ［－0.179］ ［－0.939］ ［－0.345］ ［－1.168］ ［－2.030］ ［－1.281］
電気・ガス・熱供給・水道業，運輸業，郵便業 －0.428 －0.037 －0.368*** 0.059 0.028 0.036 0.029 －0.213 －0.165 －0.203

［－1.095］ ［－0.347］ ［－2.609］ ［0.419］ ［0.338］ ［0.438］ ［0.353］ ［－0.512］ ［－0.403］ ［－0.486］
情報通信業 －0.430 0.086 －0.332 0.087 －0.063 －0.095 －0.084 －0.687 －0.886** －0.767

［－0.689］ ［0.553］ ［－1.530］ ［0.391］ ［－0.659］ ［－1.077］ ［－0.903］ ［－1.400］ ［－1.999］ ［－1.588］
卸売業，小売業 －0.076 0.049 －0.184 0.059 －0.214*** －0.207*** －0.209*** －1.522*** －1.454*** －1.496***

［－0.223］ ［0.540］ ［－1.470］ ［0.472］ ［－3.591］ ［－3.478］ ［－3.483］ ［－4.399］ ［－4.312］ ［－4.301］
金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業 0.463 0.054 －0.061 0.173 －0.013 －0.030 －0.019 －0.349 －0.414 －0.387

［0.985］ ［0.495］ ［－0.365］ ［1.021］ ［－0.153］ ［－0.356］ ［－0.221］ ［－0.780］ ［－0.978］ ［－0.873］
宿泊業，飲食サービス業 0.619 0.107 0.205 0.037 －0.108 －0.128* －0.110 －1.097*** －1.216*** －1.104***

［1.510］ ［1.112］ ［1.497］ ［0.249］ ［－1.356］ ［－1.752］ ［－1.384］ ［－2.718］ ［－3.253］ ［－2.734］
生活関連サービス業，娯楽業 0.133 0.049 0.044 0.081 0.094 0.046 0.083 －0.160 －0.397 －0.185

［0.326］ ［0.466］ ［0.304］ ［0.544］ ［0.929］ ［0.472］ ［0.828］ ［－0.342］ ［－0.948］ ［－0.399］
教育，学習支援業，学術研究，専門・技術サービス業 0.404 0.118 －0.094 0.259* 0.019 －0.014 0.012 －0.246 －0.415 －0.252

［0.989］ ［1.256］ ［－0.632］ ［1.793］ ［0.214］ ［－0.161］ ［0.134］ ［－0.542］ ［－0.995］ ［－0.556］
医療，福祉 0.611 0.141 －0.094 0.290** 0.027 －0.010 －0.002 －0.198 －0.372 －0.270

［1.584］ ［1.635］ ［－0.682］ ［2.127］ ［0.319］ ［－0.122］ ［－0.023］ ［－0.455］ ［－0.922］ ［－0.628］
その他のサービス業 0.228 0.033 －0.090 0.093 －0.102 －0.114 －0.106 －0.802** －0.896** －0.828**

［0.595］ ［0.327］ ［－0.644］ ［0.658］ ［－1.368］ ［－1.618］ ［－1.440］ ［－1.987］ ［－2.381］ ［－2.062］
その他 0.631 0.157* －0.189 0.296* 0.008 －0.010 0.001 0.109 －0.012 0.096

（製造業） ［1.362］ ［1.651］ ［－1.096］ ［1.890］ ［0.080］ ［－0.104］ ［0.015］ ［0.193］ ［－0.022］ ［0.169］
企業規模：5～9 人 0.301 0.057 0.098 0.148 0.157 0.119 0.141 0.781 0.590 0.745

［0.935］ ［0.709］ ［0.901］ ［1.257］ ［1.219］ ［0.955］ ［1.111］ ［0.977］ ［0.793］ ［0.937］
10～29 人 0.626** 0.095 0.255*** 0.085 0.215* 0.173 0.196 1.296 1.080 1.252

［2.078］ ［1.298］ ［2.626］ ［0.765］ ［1.777］ ［1.485］ ［1.642］ ［1.638］ ［1.460］ ［1.594］
30～99 人 0.566* 0.097 0.185* 0.191* 0.255** 0.215* 0.242* 1.302 1.096 1.286

［1.805］ ［1.286］ ［1.790］ ［1.662］ ［2.005］ ［1.741］ ［1.915］ ［1.588］ ［1.429］ ［1.573］
100～299 人 0.924*** 0.134* 0.292*** 0.221* 0.217* 0.135 0.181 1.197 0.804 1.103

［2.781］ ［1.805］ ［2.891］ ［1.836］ ［1.690］ ［1.120］ ［1.444］ ［1.434］ ［1.073］ ［1.343］
300～999 人 1.083*** 0.198*** 0.156 0.325*** 0.170 0.114 0.141 0.757 0.521 0.703

［2.986］ ［2.849］ ［1.343］ ［2.587］ ［1.245］ ［0.886］ ［1.055］ ［0.909］ ［0.685］ ［0.856］
1000 人以上 0.771** 0.083 0.190* 0.313** 0.360** 0.289** 0.327** 1.917* 1.465 1.807*

（4 人以下） ［2.166］ ［0.973］ ［1.654］ ［2.521］ ［2.558］ ［2.111］ ［2.345］ ［1.928］ ［1.641］ ［1.850］
専門・技術，管理 0.360 0.056 0.124 －0.001 －0.033 －0.022 －0.033 0.061 0.152 0.080

［1.159］ ［0.642］ ［1.158］ ［－0.005］ ［－0.538］ ［－0.346］ ［－0.524］ ［0.159］ ［0.391］ ［0.205］
販売 0.356 0.054 －0.050 0.115 0.344*** 0.312*** 0.310*** 1.359** 1.159** 1.261**

［1.309］ ［0.716］ ［－0.502］ ［1.183］ ［3.636］ ［3.280］ ［3.304］ ［2.500］ ［2.261］ ［2.351］
サービス －0.241 －0.070 －0.211** －0.003 －0.047 －0.032 －0.054 －0.020 0.088 －0.036

［－0.848］ ［－0.831］ ［－2.001］ ［－0.030］ ［－0.721］ ［－0.478］ ［－0.841］ ［－0.051］ ［0.217］ ［－0.089］
技能工・生産工程，運輸・通信，保安 －0.503* －0.094 －0.314*** －0.133 －0.017 －0.023 －0.021 －0.196 －0.229 －0.203

［－1.816］ ［－1.173］ ［－3.132］ ［－1.359］ ［－0.273］ ［－0.380］ ［－0.339］ ［－0.555］ ［－0.669］ ［－0.574］
農林漁業・その他 －1.048** －0.302** －0.354** －0.297** －0.073 －0.040 －0.064 －0.489 －0.281 －0.458

（事務） ［－2.416］ ［－2.043］ ［－2.184］ ［－1.962］ ［－0.750］ ［－0.380］ ［－0.643］ ［－0.861］ ［－0.472］ ［－0.796］
組合加入 0.372 0.069 0.130 0.139 0.054 0.077 0.059 0.203 0.292 0.218

［1.415］ ［0.955］ ［1.403］ ［1.496］ ［0.894］ ［1.235］ ［0.962］ ［0.588］ ［0.841］ ［0.628］
都道府県別失業率 －0.047 －0.034 －0.031 0.005 －0.010 －0.002 －0.005 0.013 0.048 0.026

［－0.538］ ［－1.333］ ［－0.935］ ［0.149］ ［－0.462］ ［－0.076］ ［－0.254］ ［0.111］ ［0.407］ ［0.216］
Constant 2.461

［0.843］
Observations 436 442 436 436 507 507 507 507 507 507
R-squared 0.200
F stats 2.772
F test 0.000
Pseudo R-squared 0.139 0.144 0.094 0.140 0.185 0.155 0.065 0.081 0.067
Log Lik －206.600 －251.200 －272.600 －217.600 －206.400 －213.900 －469.800 －462.100 －468.800
Chi-square test 0.001 0.000 0.015 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.002

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2）（6）（7）（9）（10）の分析対象は，2006 年度にも現勤務先で働いていた人に限定している。
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論　文　非正社員の企業内訓練についての分析

　　　　　　　　　　表 3　OJT と Off-JT 受講，Off-JT 受講日数の　　　　　　　　　　　　　規定要因についての分析（非正規社員）
　　　　　（1）：OLS 分析，（2）～（7）：プロビット分析（限界効果），　　　　　　　　　　　　　（8）～（10）：トービット分析（限界効果）

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10）

OJT 数 人から
学ぶ

参加して
学ぶ

仕事に
役立つ Off-JT Off-JT

受講日数
フルタイム 0.330* 0.010 0.071 0.135** 0.056 0.057 0.057 0.481** 0.497** 0.497**

［1.956］ ［0.217］ ［1.182］ ［2.260］ ［1.359］ ［1.381］ ［1.376］ ［2.008］ ［2.120］ ［2.065］
期待勤続期間 0.374 0.197** 0.109 0.057 －0.074 －0.058 －0.064 －0.177 －0.106 －0.148

［1.586］ ［2.562］ ［1.293］ ［0.687］ ［－1.397］ ［－1.107］ ［－1.217］ ［－0.606］ ［－0.377］ ［－0.508］
Off-JT 受講（2006 年度以前） 0.389*** 1.522***

［4.665］ ［3.180］
Off-JT 受講年数（2006 年度以前） 0.046*** 0.124

［2.699］ ［1.408］
女性 0.251 0.094 0.046 －0.019 0.035 0.016 0.025 0.276 0.171 0.250

［0.940］ ［1.117］ ［0.487］ ［－0.197］ ［0.532］ ［0.244］ ［0.374］ ［0.752］ ［0.466］ ［0.674］
年齢 －0.002 0.025 0.017 －0.041 －0.009 －0.025 －0.011 －0.056 －0.109 －0.058

［－0.011］ ［0.516］ ［0.277］ ［－0.683］ ［－0.227］ ［－0.626］ ［－0.282］ ［－0.246］ ［－0.489］ ［－0.254］
年齢の 2 乗 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.002 0.001

［－0.104］ ［－0.624］ ［－0.443］ ［0.710］ ［0.357］ ［0.724］ ［0.386］ ［0.320］ ［0.540］ ［0.322］
勤続年数 －0.194*** －0.052** －0.025 －0.059** －0.030* －0.031 －0.030* －0.185** －0.160** －0.176**

［－2.697］ ［－2.573］ ［－0.951］ ［－2.205］ ［－1.838］ ［－1.548］ ［－1.697］ ［－2.335］ ［－2.065］ ［－2.208］
勤続年数の 2 乗 0.007 0.002 0.001 0.003 0.002* 0.002 0.002 0.013*** 0.010** 0.012***

［1.458］ ［1.532］ ［0.585］ ［1.477］ ［1.832］ ［1.322］ ［1.530］ ［3.054］ ［2.509］ ［2.727］
勤続年数 1 年以下 －0.060 0.021 0.046 －0.138 －0.027 －0.008 －0.018 －0.206 －0.082 －0.178

［－0.240］ ［0.267］ ［0.506］ ［－1.573］ ［－0.490］ ［－0.142］ ［－0.330］ ［－0.678］ ［－0.267］ ［－0.579］
専門・短大・高専卒 －0.028 －0.010 －0.019 －0.040 －0.012 －0.023 －0.016 －0.162 －0.219 －0.172

［－0.172］ ［－0.218］ ［－0.322］ ［－0.687］ ［－0.308］ ［－0.589］ ［－0.405］ ［－0.720］ ［－0.993］ ［－0.759］
大学・大学院卒 －0.069 －0.019 －0.195** －0.039 －0.022 －0.012 －0.016 －0.133 －0.078 －0.119

（中高卒） ［－0.274］ ［－0.246］ ［－2.158］ ［－0.436］ ［－0.372］ ［－0.211］ ［－0.274］ ［－0.399］ ［－0.236］ ［－0.355］
結婚 －0.055 －0.065 0.069 0.040 0.042 0.039 0.040 0.230 0.194 0.238

［－0.148］ ［－0.653］ ［0.488］ ［0.302］ ［0.521］ ［0.486］ ［0.496］ ［0.500］ ［0.430］ ［0.516］
結婚×女性 －0.102 －0.027 －0.132 0.011 0.028 0.048 0.040 0.019 0.123 0.033

［－0.240］ ［－0.228］ ［－0.845］ ［0.071］ ［0.286］ ［0.508］ ［0.418］ ［0.035］ ［0.231］ ［0.059］
農林漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業 0.355 0.107 －0.352** 0.062 －0.017 －0.077 －0.031 －0.540 －0.824** －0.584

［0.772］ ［1.060］ ［－2.119］ ［0.363］ ［－0.179］ ［－0.939］ ［－0.345］ ［－1.168］ ［－2.030］ ［－1.281］
電気・ガス・熱供給・水道業，運輸業，郵便業 －0.428 －0.037 －0.368*** 0.059 0.028 0.036 0.029 －0.213 －0.165 －0.203

［－1.095］ ［－0.347］ ［－2.609］ ［0.419］ ［0.338］ ［0.438］ ［0.353］ ［－0.512］ ［－0.403］ ［－0.486］
情報通信業 －0.430 0.086 －0.332 0.087 －0.063 －0.095 －0.084 －0.687 －0.886** －0.767

［－0.689］ ［0.553］ ［－1.530］ ［0.391］ ［－0.659］ ［－1.077］ ［－0.903］ ［－1.400］ ［－1.999］ ［－1.588］
卸売業，小売業 －0.076 0.049 －0.184 0.059 －0.214*** －0.207*** －0.209*** －1.522*** －1.454*** －1.496***

［－0.223］ ［0.540］ ［－1.470］ ［0.472］ ［－3.591］ ［－3.478］ ［－3.483］ ［－4.399］ ［－4.312］ ［－4.301］
金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業 0.463 0.054 －0.061 0.173 －0.013 －0.030 －0.019 －0.349 －0.414 －0.387

［0.985］ ［0.495］ ［－0.365］ ［1.021］ ［－0.153］ ［－0.356］ ［－0.221］ ［－0.780］ ［－0.978］ ［－0.873］
宿泊業，飲食サービス業 0.619 0.107 0.205 0.037 －0.108 －0.128* －0.110 －1.097*** －1.216*** －1.104***

［1.510］ ［1.112］ ［1.497］ ［0.249］ ［－1.356］ ［－1.752］ ［－1.384］ ［－2.718］ ［－3.253］ ［－2.734］
生活関連サービス業，娯楽業 0.133 0.049 0.044 0.081 0.094 0.046 0.083 －0.160 －0.397 －0.185

［0.326］ ［0.466］ ［0.304］ ［0.544］ ［0.929］ ［0.472］ ［0.828］ ［－0.342］ ［－0.948］ ［－0.399］
教育，学習支援業，学術研究，専門・技術サービス業 0.404 0.118 －0.094 0.259* 0.019 －0.014 0.012 －0.246 －0.415 －0.252

［0.989］ ［1.256］ ［－0.632］ ［1.793］ ［0.214］ ［－0.161］ ［0.134］ ［－0.542］ ［－0.995］ ［－0.556］
医療，福祉 0.611 0.141 －0.094 0.290** 0.027 －0.010 －0.002 －0.198 －0.372 －0.270

［1.584］ ［1.635］ ［－0.682］ ［2.127］ ［0.319］ ［－0.122］ ［－0.023］ ［－0.455］ ［－0.922］ ［－0.628］
その他のサービス業 0.228 0.033 －0.090 0.093 －0.102 －0.114 －0.106 －0.802** －0.896** －0.828**

［0.595］ ［0.327］ ［－0.644］ ［0.658］ ［－1.368］ ［－1.618］ ［－1.440］ ［－1.987］ ［－2.381］ ［－2.062］
その他 0.631 0.157* －0.189 0.296* 0.008 －0.010 0.001 0.109 －0.012 0.096

（製造業） ［1.362］ ［1.651］ ［－1.096］ ［1.890］ ［0.080］ ［－0.104］ ［0.015］ ［0.193］ ［－0.022］ ［0.169］
企業規模：5～9 人 0.301 0.057 0.098 0.148 0.157 0.119 0.141 0.781 0.590 0.745

［0.935］ ［0.709］ ［0.901］ ［1.257］ ［1.219］ ［0.955］ ［1.111］ ［0.977］ ［0.793］ ［0.937］
10～29 人 0.626** 0.095 0.255*** 0.085 0.215* 0.173 0.196 1.296 1.080 1.252

［2.078］ ［1.298］ ［2.626］ ［0.765］ ［1.777］ ［1.485］ ［1.642］ ［1.638］ ［1.460］ ［1.594］
30～99 人 0.566* 0.097 0.185* 0.191* 0.255** 0.215* 0.242* 1.302 1.096 1.286

［1.805］ ［1.286］ ［1.790］ ［1.662］ ［2.005］ ［1.741］ ［1.915］ ［1.588］ ［1.429］ ［1.573］
100～299 人 0.924*** 0.134* 0.292*** 0.221* 0.217* 0.135 0.181 1.197 0.804 1.103

［2.781］ ［1.805］ ［2.891］ ［1.836］ ［1.690］ ［1.120］ ［1.444］ ［1.434］ ［1.073］ ［1.343］
300～999 人 1.083*** 0.198*** 0.156 0.325*** 0.170 0.114 0.141 0.757 0.521 0.703

［2.986］ ［2.849］ ［1.343］ ［2.587］ ［1.245］ ［0.886］ ［1.055］ ［0.909］ ［0.685］ ［0.856］
1000 人以上 0.771** 0.083 0.190* 0.313** 0.360** 0.289** 0.327** 1.917* 1.465 1.807*

（4 人以下） ［2.166］ ［0.973］ ［1.654］ ［2.521］ ［2.558］ ［2.111］ ［2.345］ ［1.928］ ［1.641］ ［1.850］
専門・技術，管理 0.360 0.056 0.124 －0.001 －0.033 －0.022 －0.033 0.061 0.152 0.080

［1.159］ ［0.642］ ［1.158］ ［－0.005］ ［－0.538］ ［－0.346］ ［－0.524］ ［0.159］ ［0.391］ ［0.205］
販売 0.356 0.054 －0.050 0.115 0.344*** 0.312*** 0.310*** 1.359** 1.159** 1.261**

［1.309］ ［0.716］ ［－0.502］ ［1.183］ ［3.636］ ［3.280］ ［3.304］ ［2.500］ ［2.261］ ［2.351］
サービス －0.241 －0.070 －0.211** －0.003 －0.047 －0.032 －0.054 －0.020 0.088 －0.036

［－0.848］ ［－0.831］ ［－2.001］ ［－0.030］ ［－0.721］ ［－0.478］ ［－0.841］ ［－0.051］ ［0.217］ ［－0.089］
技能工・生産工程，運輸・通信，保安 －0.503* －0.094 －0.314*** －0.133 －0.017 －0.023 －0.021 －0.196 －0.229 －0.203

［－1.816］ ［－1.173］ ［－3.132］ ［－1.359］ ［－0.273］ ［－0.380］ ［－0.339］ ［－0.555］ ［－0.669］ ［－0.574］
農林漁業・その他 －1.048** －0.302** －0.354** －0.297** －0.073 －0.040 －0.064 －0.489 －0.281 －0.458

（事務） ［－2.416］ ［－2.043］ ［－2.184］ ［－1.962］ ［－0.750］ ［－0.380］ ［－0.643］ ［－0.861］ ［－0.472］ ［－0.796］
組合加入 0.372 0.069 0.130 0.139 0.054 0.077 0.059 0.203 0.292 0.218

［1.415］ ［0.955］ ［1.403］ ［1.496］ ［0.894］ ［1.235］ ［0.962］ ［0.588］ ［0.841］ ［0.628］
都道府県別失業率 －0.047 －0.034 －0.031 0.005 －0.010 －0.002 －0.005 0.013 0.048 0.026

［－0.538］ ［－1.333］ ［－0.935］ ［0.149］ ［－0.462］ ［－0.076］ ［－0.254］ ［0.111］ ［0.407］ ［0.216］
Constant 2.461

［0.843］
Observations 436 442 436 436 507 507 507 507 507 507
R-squared 0.200
F stats 2.772
F test 0.000
Pseudo R-squared 0.139 0.144 0.094 0.140 0.185 0.155 0.065 0.081 0.067
Log Lik －206.600 －251.200 －272.600 －217.600 －206.400 －213.900 －469.800 －462.100 －468.800
Chi-square test 0.001 0.000 0.015 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.002

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2）（6）（7）（9）（10）の分析対象は，2006 年度にも現勤務先で働いていた人に限定している。
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する。
　また，このような賃金への効果だけでなく，企
業内訓練が仕事能力や生産性の変化に与える影響
についても本稿では分析する。前者の代理指標と
して，仕事能力に対する主観的な評価の変化の変
数を取り上げる。具体的には，2007 年 4 月と比
較した現在の「スキルレベル」「仕事遂行能力」
に対する自己評価（以下，主観的評価）である16）。
それぞれに，上昇またはやや上昇と答えた人を
1，そうでない人を 0 とするダミー変数を用意す
る。
　また，後者の生産性の変化についてであるが，
本調査では，労働者本人の生産性について客観的
な数値情報を聞く設問は用意されていない。しか
し，仕事の担当範囲が広がったり，仕事のレベル
が高くなったり，仕事上の責任が大きくなること
は，その人の生産性が上昇したことの表れととら
えることができるだろう。そこで，「仕事の担当
範囲」「仕事のレベル」「仕事上の責任の大きさ」
が，2007 年 4 月～2008 年 3 月の間に変化したか

を，生産性の代理指標とする。「仕事の担当範囲」
が幅広くなった，「仕事のレベル」が高くなった，

「仕事上の責任の大きさ」が大きくなった場合を
それぞれ 1 とし，それ以外を選択した場合を 0 と
する変数を作成する17）。ただし，生産性の変化に
関する期間は，訓練受講期間と合致しているた
め，ここでの分析は因果関係ではなく，相関関係
をみている可能性が残される。
　まず，記述統計量から企業内訓練の受講と職業
能力と生産性の変化，賃金上昇率の関係をみてお
こう。ここでの分析対象は，ある勤務先での非正
社員としての訓練の受講が，同一の勤務先で非正
社員のままだった場合でも仕事能力や生産性，賃
金の上昇につながっているかを検証するために，
2007 年度と 2008 年の勤務先と雇用形態が同じ人
に分析を限定している。表 4・Panel A から，OJT
と Off-JT の受講と，仕事能力に対する主観的評
価の変化の関係をみてみよう。いずれの OJT も
Off-JT も受講した人のほうが，スキルレベル，
仕事遂行能力ともに，主観的評価が高まっている

表 4　非正規社員の OJT と Off-JT 受講の有無別，
主観的評価と生産性の変化

Panel A 主観的評価の変化

〈スキルレベル〉 〈仕事遂行能力〉
Mean Mean

全体 0.28 0.30
（受講） （非受講） （受講） （非受講）

Mean Mean Mean Mean
人から学ぶ 0.32 0.15 0.34 0.14
参加して学ぶ 0.35 0.21 0.36 0.22
仕事に役立つ情報を共有 0.40 0.19 0.43 0.20

OJT 数 0.37 0.16 0.40 0.16

Off-JT 受講 0.45 0.24 0.46 0.25

Panel B　生産性の変化と賃金上昇率

〈仕事の担当範囲〉 〈仕事のレベル〉 〈仕事上の責任の大きさ〉 〈賃金上昇率〉
Mean Mean Mean Mean

全体 0.38 0.33 0.29 0.01
（受講） （非受講） （受講） （非受講） （受講） （非受講） （受講） （非受講）

Mean Mean Mean Mean Mean Mean Mean Mean
人から学ぶ 0.43 0.19 0.38 0.13 0.34 0.11 0.01 0.02
参加して学ぶ 0.47 0.27 0.41 0.22 0.38 0.17 0.02 0.003
仕事に役立つ情報を共有 0.46 0.32 0.42 0.26 0.37 0.22 0.01 0.01
OJT 数 0.47 0.26 0.42 0.20 0.38 0.17 0.01 0.02
Off-JT 受講 0.45 0.36 0.47 0.29 0.41 0.25 0.02 0.01

注：OJT 数の受講は「3 つ以上の受講」，非受講は「3 つ未満の受講」である。
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ことがわかる。
　次に，生産性との関係を Panel B からみていこ
う。これから，仕事の担当範囲，仕事のレベル，
仕事上の責任の大きさの 3 つの変数すべてにおい
て，いずれの OJT，Off-JT でも受講した人のほ
うがプラスに変化していることがわかる。
　最後に，OJT・Off-JT の受講有無別に賃金上昇
率の平均も Panel B にまとめている。賃金上昇率
については，OJT，Off-JT 受講との関係ははっき
りとは見いだせない。
　それでは，計量分析の結果を確認していこう。
以下の分析では，性別，年齢，年齢の二乗項，勤
続年数，勤続年数の二乗項，学歴，婚姻の有無，
職種，組合加入の有無という個人属性と，業種，
企業規模の職場属性，そして地域の経済状況を考
慮するために都道府県別失業率をコントロールし
ている。
　企業内訓練が仕事能力に与える影響を分析した
結果が表 5 である。OJT を数多く受けた人（（1）
と（5）），Off-JT を受講した人（（3）と（7））と Off-
JT 受講日数が多い人が（（4）と（8）），スキルレベ
ルも仕事遂行能力も統計的に有意に高まっている
ことがわかる。OJT の個別項目の効果について

は，仕事に役立つ仕事を共有するという経験が，
統計的に有意にスキルレベルと仕事遂行能力の両
方にプラスの影響を与えている。主観的評価が必
ずしも実際の仕事能力向上を表していないかもし
れないが，このような企業内訓練が仕事能力の向
上に役立つことを示唆する結果と考えられる。
　次に，訓練の受講が生産性の変化に与える効果
についてみていこう。プロビット分析の結果（限界
効果）をまとめたのが，表 6 である。OJT につい
ての結果をみると OJT を数多く受けた人のほう
が仕事の担当範囲，仕事のレベル，仕事上の責任
の大きさすべてにおいて高まることがわかる

（（1），（5），（9））。また，個別の項目についても，す
べての項目が 3 つの生産性指標を高めることがわ
かる（（2），（6），（10））。そして，Off-JT の効果を
みると，Off-JT の受講は仕事のレベルと仕事上の
責任の大きさについては高めている（（7），（11））。
　最後に，企業内訓練が賃金上昇率に与える影響
についての推計結果を確認しよう。表 7 の（1）（2）
から，OJT の受講数も個別の OJT 項目も賃金上
昇率に影響を及ぼしていないことがわかる。上で
の分析から，OJT の受講により仕事能力や生産
性の上昇が確認されたが，そうしたことが賃金に

表 5　仕事能力の主観的評価の変化に対する OJT と Off-JT 受講の効果（非正規社員）
プロビット分析，限界効果（上昇・やや上昇：1，下降・やや下降・変化なし：0）

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8）
スキルレベル 仕事遂行能力

OJT 数 0.060*** 0.075***
［4.223］ ［5.125］

人から学ぶ 0.010 0.015
［0.174］ ［0.253］

参加して学ぶ 0.063 0.076*
［1.402］ ［1.659］

仕事に役立つ情報を共有 0.142*** 0.179***
［3.349］ ［4.103］

Off-JT 受講 0.220*** 0.210***
［4.193］ ［3.961］

Off-JT 受講日数 0.044*** 0.027***
［3.474］ ［3.097］

Observations 547 547 552 551 547 547 552 551
Pseudo R-squared 0.123 0.123 0.125 0.131 0.125 0.126 0.109 0.103
Log Lik －281.000 －280.900 －279.900 －277.000 －288.400 －288.100 －293.500 －294.500
Chi-square test 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2） 表掲している変数のほかに，表 3 の変数から勤続年数 1 年以下ダミーを除いた変数，つまり性別，年齢，勤続年数，学歴，婚姻の有無，

企業規模，業種，職種，組合加入の有無，都道府県別失業率をコントロールしている。



42 No. 607/Special Issue 2011

　　　　　　表 6　生産性の変化に対する　　　　　　　　　　　　　OJT と Off-JT 受講の効果（非正規社員）
プロビット分析，限界効果（上昇・やや上昇：1，下降・やや下降・変化なし：0）

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11） （12）

仕事の担当範囲 仕事のレベル 仕事上の責任の大きさ

OJT 数  0.106***  0.107***  0.106***

［6.446］ ［6.840］ ［7.055］

人から学ぶ  0.163***  0.151***  0.142***

［2.713］ ［2.662］ ［2.617］

参加して学ぶ  0.098**  0.097**  0.120***

［1.988］ ［2.076］ ［2.716］

仕事に役立つ情報を共有  0.111**  0.119***  0.110***

［2.376］ ［2.709］ ［2.646］

Off-JT 受講  0.080  0.123**  0.132***

［1.458］ ［2.367］ ［2.596］

Off-JT 受講日数  0.011  0.004  0.011

［1.272］ ［0.542］ ［1.571］

Observations 557 557 562 561 558 558 563 562 558 558 563 562

Pseudo R-squared 0.123 0.102 0.069 0.068 0.140 0.113 0.076 0.067 0.133 0.104 0.060 0.053

Log Lik －325.900 －333.500 －347.200 －346.500 －299.100 －308.500 －321.800 －323.600 －286.500 －296.100 －310.600 －311.600

Chi-square test 0.000 0.000 0.028 0.032 0.000 0.000 0.022 0.073 0.000 0.001 0.240 0.428

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2） 表掲している変数のほかに，表 3 の変数から勤続年数 1 年以下ダミーを除いた変数，つまり 性別，年齢，勤続年数，学歴，婚姻の有無，企業規模，業種，職種，組合加入の有無，都道府県別

失業率をコントロールしている。

表 7　賃金上昇率と正社員転換に対する OJT 受講の効果（（1）～（4）（7）～（8）OLS 分析，（5）（6）プロビット分析（限界効果））

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8）
非正社員 非正社員（2007 年度） 正社員

賃金上昇率 賃金上昇率 正社員転換率 賃金上昇率

OJT 数  －0.005  －0.005  0.005**  0.009*
［－0.629］ ［－0.651］ ［0.048］ ［1.668］

人から学ぶ  －0.030  －0.040  0.005  －0.002
［－0.976］ ［－1.246］ ［0.700］ ［－0.121］

参加して学ぶ 　 0.040  　0.034  0.003  　0.020
　［1.548］ 　［1.256］ ［0.728］ 　［1.034］

仕事に役立つ情報を共有  －0.019  －0.008  0.009  　0.018
［－0.771］ ［－0.307］ ［0.380］ 　［1.054］

Observations 437 437 491 491 424 424 1555 1555
R-squared 0.051 0.058 0.049 0.053 0.050 0.050
F stats 0.640 0.679 0.688 0.708 1.904 1.818
F test 0.944 0.922 0.909 0.898 0.000 0.001
Pseudo R-squared 　 0.268 　 0.254
Log Lik －63.350 －64.570
Chi-square test 　 0.022 　 0.063

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2） 表掲している変数のほかに，表 3 の変数から勤続年数 1 年以下ダミーを除いた変数，つまり性別，年齢，勤続年数，学歴，婚姻の有無，企

業規模，業種，職種，組合加入の有無，都道府県別失業率をコントロールしている。
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は反映されていないと考えられる。また，ここ
で，正社員についての分析結果を（7）（8）から確認
すると，OJT の受講数が多い人は統計的に有意
に賃金が上昇しており，非正社員の推計結果とは
異なる。この結果からも，正社員と非正社員の訓
練効果の現れ方に違いがあると示唆される18）。
　次に，Off-JT についての推計結果をまとめたの
が表 8 であるが，OJT の結果とほぼ同じ結果が
えられており，非正社員については Off-JT には
賃金引き上げ効果は見いだせなかった。その一方
で，正社員については，（11）（12）のそれ以前の訓
練受講をコントロールした結果から，Off-JT 受講
密度には賃金アップ効果があることが明らかにさ
れた19）。
　ここまでは 2007 年度と 2008 年に同じ勤務先で
非正社員だった人についての分析であったが，以
下では 2007 年度に非正社員だった人，すなわち
2008 年 4 月以降には転職で勤務先を変えた人や
雇用形態の転換があった人にまで分析対象を広げ
て，非正社員のときに受けた訓練の効果を確認す

る。その結果が，前掲表 7 の（3）（4）で，たとえ転
職したり雇用形態の変換があった場合を含めて
も，OJT の数も個別の OJT 項目も賃金上昇には
統計的に有意な効果はみられない。
　しかし，2008 年の正社員への転換の有無につ
いての分析結果を確認すると（（5）と（6）），OJT
を数多く受けた人が正社員への転換確率が高い。
また，前掲表 8 の（3）～（6）から，Off-JT 受講も受
講日数も，正社員転換確率を有意に高める。以上
の結果から，非正社員の企業内訓練は賃金には効
果がないものの，正社員への転換には効果がある
と考えられる。

Ⅳ　議　　論

　本稿の分析から，非正社員は企業内訓練によっ
て仕事能力や生産性が上昇しているにもかかわら
ず，賃金は上昇していないことが明らかにされ
た。その一方で，正社員については，企業内訓練
の受講によって賃金が上昇することが示された。

　　　　　　表 6　生産性の変化に対する　　　　　　　　　　　　　OJT と Off-JT 受講の効果（非正規社員）
プロビット分析，限界効果（上昇・やや上昇：1，下降・やや下降・変化なし：0）

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11） （12）

仕事の担当範囲 仕事のレベル 仕事上の責任の大きさ

OJT 数  0.106***  0.107***  0.106***

［6.446］ ［6.840］ ［7.055］

人から学ぶ  0.163***  0.151***  0.142***

［2.713］ ［2.662］ ［2.617］

参加して学ぶ  0.098**  0.097**  0.120***

［1.988］ ［2.076］ ［2.716］

仕事に役立つ情報を共有  0.111**  0.119***  0.110***

［2.376］ ［2.709］ ［2.646］

Off-JT 受講  0.080  0.123**  0.132***

［1.458］ ［2.367］ ［2.596］

Off-JT 受講日数  0.011  0.004  0.011

［1.272］ ［0.542］ ［1.571］

Observations 557 557 562 561 558 558 563 562 558 558 563 562

Pseudo R-squared 0.123 0.102 0.069 0.068 0.140 0.113 0.076 0.067 0.133 0.104 0.060 0.053

Log Lik －325.900 －333.500 －347.200 －346.500 －299.100 －308.500 －321.800 －323.600 －286.500 －296.100 －310.600 －311.600

Chi-square test 0.000 0.000 0.028 0.032 0.000 0.000 0.022 0.073 0.000 0.001 0.240 0.428

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2） 表掲している変数のほかに，表 3 の変数から勤続年数 1 年以下ダミーを除いた変数，つまり 性別，年齢，勤続年数，学歴，婚姻の有無，企業規模，業種，職種，組合加入の有無，都道府県別

失業率をコントロールしている。
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ここでは，両者の間になぜこのような違いが生じ
るのかを議論しよう。
　一つの仮説として，市場の不完全性を挙げるこ
とができるだろう。Acemoglu and Pischke（1999a，
1999b）では，市場が不完全であると，労働者が
企業内訓練を受け生産性が高まったとしても，訓
練後のアウトサイドオプションが彼らの生産性と
等しくならないことから，企業はその労働者の生
産性よりも低い賃金を支払い，一般的訓練を行う
インセンティブをもつようになることが示されて
いる。つまり，不完全市場の下では，訓練受講後
の賃金は生産性よりも低い水準になる可能性があ
る。
　ここで，各企業の立地がある程度離れているこ
とと，非正社員の大部分はパートタイムで働いて
いることから20），短時間の労働のために長時間通
勤をすることは非効率的であるため彼らはできる
だけ自宅に近い企業で働きたいと考えていること
を仮定しよう21）。すなわち立地に対して個別の選
好を持つとし22），非正社員の労働市場として買い
手独占的競争市場を想定する。他方で，正社員に

ついては，勤務先の立地条件に対してそのような
選好を持たないと仮定し，競争市場を想定する。
これら仮定のもとで，非正社員の訓練受講前の賃
金率と訓練受講前後の賃金上昇率がともに正社員
よりも低い水準となることが示される。つまり，
正社員とくらべて非正社員の労働市場の方が摩擦
が大きいことが，一つの理由となると考えられ
る。紙幅の関係上，本稿では詳細を割愛せざるを
えなかったが，この理論モデルについては，原

（2010）を参照されたい。
　また，このほかにもいくつかの解釈が考えられ
る。たとえば，正社員は昇進の前年に訓練を受講
しているという可能性がある。また，そもそも正
社員のほうが非正社員よりも密度の濃い訓練を受
講しているため生産性の上昇幅も大きく，そのた
め賃金の上昇率も大きくなっているという可能性
や，非正社員では配偶者控除のために所得制限を
している人の場合，企業側から賃上げの申し出が
あっても辞退している可能性なども考えられる
が，詳細な議論は稿を改めることとしたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 8　賃金上昇率と正社員転換に対する Off-JT 受講の効果　　　　　　　　　　　　　（（1）～（4）（7）～（12）OLS 分析，（5）（6）プロビット分析（限界効果））

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11） （12）
非正社員 非正社員（2007 年度） 正社員

賃金上昇率 賃金上昇率 正社員転換率 賃金上昇率

Off-JT 受講  －0.015  －0.030  0.056**  0.019  0.025  0.020

［－0.497］ ［－0.703］ ［0.047］ ［1.235］ ［1.631］ ［1.281］

Off-JT 受講日数  －0.003  －0.001  0.0003*  0.002  0.003*  0.002*

［－0.577］ ［－0.269］ ［0.073］ ［1.631］ ［1.932］ ［1.656］

2006 年度以前の Off-JT 受講の有無  －0.029*  －0.029*

［－1.727］ ［－1.712］

2006 年度以前の Off-JT 受講年数  －0.001  －0.001

［－0.342］ ［－0.287］

Observations 440 440 498 497 436 435 1562 1562 1562 1558 1558 1558

R-squared 0.049 0.049 0.050 0.049 0.049 0.051 0.049 0.050 0.052 0.050

F stats 0.617 0.619 0.719 0.705 1.873 1.901 1.831 1.887 1.914 1.844

F test 0.957 0.955 0.881 0.894 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001

Pseudo R-squared 　 0.265 　 0.272

Log Lik －64.070 －61.250

Chi-square test 　 0.023 　 0.025

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2） 表掲している変数のほかに，表 3 の変数から勤続年数 1 年以下ダミーを除いた変数，つまり性別，年齢，勤続年 数，学歴，婚姻の有無，企業規模，業種，職種，組合加入の有無，都道府

県別失業率をコントロールしている。ただし，（3）～（6）の勤続年数は，2007 年度に勤務していた企業での 2007 年度までの勤続年数である。
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Ⅴ　む す び

　本稿の分析結果をまとめると，以下のとおりで
ある。第 1 に，非正社員のうちフルタイムで働く
人のほうが OJT と Off-JT ともに受講密度が高
く，期待勤続期間が長い人が，現場で人から教わ
るという経験が多くなることもわかる。さらに，
勤務先での過去の訓練受講は，現在の教育訓練の
受講機会を高めることも示され，企業の訓練実施
にセレクションが生じていることがうかがえる。
　第 2 に，企業内訓練を受講することで，非正社
員の仕事能力は高まり，企業内訓練の受講と生産
性の間にも統計的に有意に正の相関があることを
示す結果が得られた。しかしながら，非正社員に
ついては，OJT と Off-JT ともに受講による賃金
引き上げ効果は観察されなかった。第 3 に，企業
内訓練の受講は，正社員への転換確率を高めるこ
とが示された。以上の結果に基づいて，非正社員
の訓練機会とキャリア形成機会の拡大のための対
策案を提示しよう。

　まず，非正社員についても，正社員に近い働き
方をしている人，つまりフルタイムで働いていた
り，期待就業継続期間が長いなど訓練からの期待
収益が高い人に対して，企業は選別的に企業内訓
練を行っていると考えられる。非正社員という働
き方であっても，フルタイムの働き方を選択する
ことが，現状で能力開発機会に恵まれるための手
段の一つとなる。
　本稿の分析は，直接的に人的投資が最適量より
も少ないということを示すものではないが，この
ことがうかがえる結果ではある。人的資本蓄積が
低下することは，日本経済にとって望ましくな
い。非正社員への人的資本投資を促すには，現状
では，パートタイムで働く人への支援が求められ
るであろう。また，期待就業継続期間が長いことも
プラスの要因であることから，社会として雇用契約
期間を長くするような取組みも必要かもしれない。
　そして，将来的には，非正社員のままでも，能
力向上に応じてより高度な業務に活用していく制
度，つまり非正社員のままで高度化していくよう
な仕組みを考えていかなければ，正社員と近くな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 8　賃金上昇率と正社員転換に対する Off-JT 受講の効果　　　　　　　　　　　　　（（1）～（4）（7）～（12）OLS 分析，（5）（6）プロビット分析（限界効果））

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11） （12）
非正社員 非正社員（2007 年度） 正社員

賃金上昇率 賃金上昇率 正社員転換率 賃金上昇率

Off-JT 受講  －0.015  －0.030  0.056**  0.019  0.025  0.020

［－0.497］ ［－0.703］ ［0.047］ ［1.235］ ［1.631］ ［1.281］

Off-JT 受講日数  －0.003  －0.001  0.0003*  0.002  0.003*  0.002*

［－0.577］ ［－0.269］ ［0.073］ ［1.631］ ［1.932］ ［1.656］

2006 年度以前の Off-JT 受講の有無  －0.029*  －0.029*

［－1.727］ ［－1.712］

2006 年度以前の Off-JT 受講年数  －0.001  －0.001

［－0.342］ ［－0.287］

Observations 440 440 498 497 436 435 1562 1562 1562 1558 1558 1558

R-squared 0.049 0.049 0.050 0.049 0.049 0.051 0.049 0.050 0.052 0.050

F stats 0.617 0.619 0.719 0.705 1.873 1.901 1.831 1.887 1.914 1.844

F test 0.957 0.955 0.881 0.894 0.001 0.000 0.001 0.001 0.000 0.001

Pseudo R-squared 　 0.265 　 0.272

Log Lik －64.070 －61.250

Chi-square test 　 0.023 　 0.025

注：1）t-statistics in brackets. ***p＜0.01，**p＜0.05，*p＜0.1
　　2） 表掲している変数のほかに，表 3 の変数から勤続年数 1 年以下ダミーを除いた変数，つまり性別，年齢，勤続年 数，学歴，婚姻の有無，企業規模，業種，職種，組合加入の有無，都道府

県別失業率をコントロールしている。ただし，（3）～（6）の勤続年数は，2007 年度に勤務していた企業での 2007 年度までの勤続年数である。
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い働き方をしている非正社員まで企業内訓練は及
ばないであろう。日本経済全体での人的資本蓄積
を促進するためには，非正社員のままでも仕事が

高度化されるよう非正社員の活用が見直されるこ
とが必要であろう。
　次に，この非正社員活用の高度化プロセスで

附表　分析対象の分布

非正社員 正社員
女性ダミー 83.2 24.8
年齢 33.1 34.1
勤続年数 3.9 9.4
労働組合ダミー 9.8 42.9

フルタイムダミー 33.1 85.5
期待勤続期間ダミー（長い場合 1） 73.4 ─

〈学歴・構成比〉
中高卒 49.0 39.3
専門・短大・高専卒 37.8 26.2
大卒 12.5 31.7
大学院卒 0.8 2.8

〈職種・構成比〉
専門・技術的 12.1 19.4
管理的 0.0 4.7
事務的 22.3 19.0
販売的 22.3 17.7
サービス的 23.5 7.2
技能工・生産工程 12.4 23.4
運輸・通信的 4.5 5.9
保安的 0.4 0.9
農・林・漁業 0.7 0.5
その他 1.9 1.4

〈業種・構成比〉
農林漁業，鉱業，採石業，砂利採取業 0.7 0.9
建設業 2.7 8.6
製造業 9.6 23.1
電気・ガス・熱供給・水道業 0.3 2.3
情報通信業 2.0 5.1
運輸業，郵便業 5.9 6.2
卸売業，小売業 21.0 14.0
金融業，保険業 2.9 6.1
不動産業，物品賃貸業 0.8 1.2
学術研究，専門・技術サービス業 1.9 3.6
宿泊業，飲食サービス業 13.6 2.9
生活関連サービス業，娯楽業 7.5 3.1
教育，学習支援業 5.5 2.9
医療，福祉 12.6 9.0
その他のサービス業 9.3 7.2
その他 4.0 3.8

〈企業規模・構成比〉
4 人以下 8.3 4.2
5～9 人 17.5 7.9
10～29 人 24.4 13.9
30～99 人 19.8 17.5
100～299 人 11.5 16.5
300～999 人 8.4 15.4
1000 人以上 10.2 24.7
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論　文　非正社員の企業内訓練についての分析

は，非正社員の賃金の決定メカニズムについても
見直しの必要があるだろう。非正社員への訓練の
実施は，彼らの仕事能力の伸長や企業の生産性向
上につながっていると考えられる。しかし，訓練
受講は賃金の上昇につながっていない。訓練受講
の効果が賃金に反映されるには，数カ月といった
短い期間ではなく，もっと長い期間が必要である
かもしれないが，正社員についての分析では賃金
への訓練効果が観察されることを考慮すると，非
正社員の賃金設定ではとくに地場相場との関連な
ど能力以外の要素が強いからと考えた方が，現状
を鑑みると自然であろう。非正社員の労働意欲を
確保し，優秀な非正社員をつなぎとめるために
も，地場相場などの労働者の能力と関係のない要
素を重視するのではなく，生産性の向上に見合っ
た賃金決定メカニズムが導入されることが必要と
考える。
　その一方で，訓練の受講は人的資本の蓄積を促
進し，職業能力を高めることで，正社員としての
雇用に結びつきやすくすると考えられる。正社員
として雇用を望む人でも，まずは非正社員として
働き始めることも増えている。その場合，訓練の
受講機会に恵まれることが正社員転職につながり
やすいと考えられる。もちろん，訓練を実施して
いる企業に勤めている人全員が企業内訓練を受け
られるわけではない。しかし，キャリア形成に関
係する雇用管理制度を非正社員にも導入している
企業では，非正社員の企業内訓練の受講確率が高
まることもこれまでの研究成果から示されてい
る23）。訓練の実施についての情報だけでなく，制
度導入の状況など客観的な情報を求人情報として
オープンにすることは可能であろう。よって，非
正社員の企業内訓練の受講機会を広げるために
は，訓練の実施や雇用管理制度の導入状況などの
求人側の情報の流通をさせることも短期的には求
められるだろう。
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1）　Off-JT とは，通常の仕事を一時的にはなれて行う教育訓練
のことをいい，たとえば，社内で従業員を一カ所に集合させ
て行う集合訓練や，業界団体や民間の教育訓練期間など社外
の機関が実施する教育訓練に従業員を派遣することなどが当
てはまる。通常の仕事を行いながら仕事に関連するスキルや
知識を身につける OJT は含まれない。

2）　原（2007）では，日本人雇用者全体でみた場合，2000 年代
前半の企業内訓練の受講機会はそれ以前とくらべて少なく
なっていることが示されている。

3）　正社員と非正規労働者の訓練受講機会の格差の規定要因と
いう観点からの分析では，他に Ikenaga and Kawaguchi（2010）
がある。

4）　ベッカー（1976）。
5）　例えば，Borjas（2005：Chapter 7）。
6）　本調査は，労働政策研究・研修機構内に設置された「非正

社員の活用と人材育成に関する研究会（佐藤博樹（座長），香
川めい，黒澤昌子，小杉礼子，佐野嘉秀，原ひろみ，山本雄
三）」によって設計・実施された。調査の詳細については，黒
澤・原・山本（2009）を参照されたい。このデータは，JILPT
データアーカイブで公開の予定である。

7）　エリアサンプリング法。調査地点の抽出は『国勢調査』に
基づき，全国の市区町村に，対象年齢の就業者数に比例した
確率を与えて抽出（調査地点数：300 地点（島嶼山間僻地な
し））。性・年齢区分は 20 代後半，30 代前半，30 代後半，40
代前半の男女 8 区分とし，就業者比率に合わせて回収数を設
定。目標回収数は 4000 設定。

8）　正社員についての分析も以下では報告しているが，対象は
2028 である。

9）　本調査では「半日以上」の参加をしたものとしている。
10）　「2007 年 4 月～2008 年 3 月に，あなたが受けた教育訓練の

受講日数は合計でどのくらいですか」に対して，1：半日程度，
2：1 日程度，3：2 日以上～1 週間未満，4：1 週間以上～2 週
間未満，5：2 週間以上～1 カ月未満，6：1 カ月以上という選
択肢が用意されており，これから受講日数を作成した。レン
ジの選択肢の場合は中位値を用いた。

11）　本節での計量モデルの定式化については，原（2010）を参
照されたい。

12）　雇用契約期間に定めがある人，または更新される可能性が
高い，半々，更新される可能性が低い，更新されない，更新
されるかどうかまったくわからないとする人。

13）　都道府県別失業率は，2007 年 3 月の勤務先の所在都道府県
の完全失業率を『労働力調査』から補完した。また，年齢と勤
続年数は 2008 年時点でのものを使っている。

14）　ほとんどの個人属性を表す変数は，企業内訓練を受講した
のと同時期の 2007 年度についての情報を用いている。業種，
企業規模，労働組合の加入状況についての変数は調査時点の
2008 年の情報であるが，2007 年度と 2008 年度の勤務先なら
びに雇用形態が同じ人に分析対象を限定することで，両年度
とも同じ状況であると仮定する。

15）　2008 年賃金と 2007 年賃金の差が，平均値プラスマイナス
4σを超えるものは異常値として除いた。

16）　「あなたご自身，2007 年 4 月とくらべて，現在では，以下
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のことに変化がありましたか」という設問である。回答選択
肢には，上昇，やや上昇，変化なし，やや低下，低下が用意
されている。

17）　「仕事の担当範囲」には 1：幅広くなった，2：変化なし，
3：狭くなった，「仕事のレベル」には 1：高くなった，2：変
化なし，3：狭くなった，「仕事上の責任の大きさ」には 1：大
きくなった，2：変化なし，3：狭くなったの選択肢が用意され
ている。

18）　正社員のほうが仕事能力や生産性の伸びが大きいから賃金
上昇率も大きいという可能性も考えられる。しかし，正社員
についても仕事能力や生産性の伸長についての分析を行った
ところ，企業内訓練の受講の効果は統計的に有意にプラスと
なることが示されている。同時に，非正社員の推計結果とく
らべてその限界効果の値は小さいものであった。ただし，正
社員のほうが Off-JT の内容がより高度なものであることも同
時に示されている（原 2010）。よって，この点の検証を行うに
は，客観的な数値データを用いた新たな分析が必要である。

19）　Kawaguchi（2006）の分析に倣っている。また，それ以前
の Off-JT 受講の有無と受講年数の係数が統計的に有意にマイ
ナスなのは，その訓練の受講が 2006 年度賃金にプラスの影響
を与えたため上昇率にはマイナスとなったと考えられる。

20）　厚生労働省『平成 18 年パートタイム労働者総合実態調査』
によると，非正社員のうち 83.3％がパートタイムで働いてい
る。

21）　厚生労働省『平成 15 年就業形態の多様化に関する総合実
態調査』をみると，現在の働き方を選んだ理由として，通勤
時間が短いからという人の割合が 28.1％と，家計の補助，学
費等を得たい，自分の都合のよい時間に働ける，についで，3
番目に高い割合となっている。

22）　大竹（1998）を参考にしている。
23）　黒澤・原（2009a，2009b）。
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